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１．はじめに

認知症高齢者の行方不明が後を絶たず、平成 7 年度より厚労省、警察庁の推進により、全国

自治体では警察やタクシー会社、ＦＭ局等を活用した「はいかい高齢者ＳＯＳネットワーク」

を立ち上げている地域もみられるが、市町村合併等の要因により実質的には形骸化している例

も多い。

しかし、平成 19 年度から開始された「認知症地域支援体制構築等推進事業」では、徘徊Ｓ

ＯＳネットワークの構築が組み込まれたことから、今後モデル地域が中心となってネットワー

クの再整備が進むと予想される。

本事業では、既にＳＯＳネットワークを立ち上げた地域でのハイリスク者の事前登録制度の

普及推進を目的として、先進事例の収集とモデル地域でのハイリスク者登録制度の立ち上げ支

援等を行った。

２．実施内容 

（１）ハイリスク者登録制度の先進事例調査

ハイリスク者登録制度の実施に必要な仕組みや項目等についての洗い出しを行うことを目

的として、先進事例のヒアリング調査を実施した。

ヒアリング調査の対象地域は、既にＳＯＳネットワークを立ち上げ、事前登録制度を実施

している地域で、本委員会の委員による推薦およびインターネット情報をもとに全国５地域

を抽出した（表１）。

表１　ヒアリング調査対象地域
１ 近畿地区　Ａ市
２ 九州地区　Ｂ市
３ 九州地区　Ｃ市
４ 関東地区　Ｄ市
５ 中国地区　Ｅ市

具体的な調査項目は、１．徘徊ＳＯＳネットワーク事業の概要、２．協力機関との連携に

ついて、３．事前登録の方法、４．登録者の情報の取り扱い、５．事前登録制のメリット等

とし、事前にヒアリング調査内容を連絡し、本委員会委員等による現地での聞き取りを行っ

た。

全国の５つの地域から先進的な回答を得ることができ、本報告書に事例集としてまとめた。

（２）ハイリスク者登録制度のモデル検証

これからハイリスク者登録制度を立ち上げる予定の地域で、認知症の人の家族を対象とし

て、登録制度についての意識調査を行った。
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具体的な調査内容は、１．認知症徘徊ハイリスク ( 行方不明になりやすい ) の方の個人名

の公開について、２．認知症徘徊ハイリスクの方の写真を含む事前登録制度による予防策に

ついて、とした。方法は、対象者数が限られていることから、調査者によるヒアリング調査

とした。

（３）「徘徊行方不明ゼロ作戦」情報提供ホームページの開設

徘徊ＳＯＳネットワークの周知と普及を目的として、「徘徊行方不明ゼロ作戦」情報提供

ホームページを開設した。

内容は「見守り・ＳＯＳネットワークとは」「全国の見守り・ＳＯＳネットワーク一覧」「模

擬徘徊訓練について」等からなる。視聴対象は、自治体職員や介護福祉関係者、一般とした。

３．結果

 １）ハイリスク者登録制度の先進事例調査

（１）事前登録制度の方法

事前登録の方法としては、ネットワークの中心機関（主に自治体）が窓口として機能して

いる地域が多かった。いずれの地域でも登録のため、顔写真を含めた所定の書式が使用され

ていた。

登録の方法は家族からの自主的な申し出によるものがほとんどだったが、市町村が行う年

に１度の高齢者実態調査の際に民生委員を通して、ハイリスク者に登録を勧めている例も

あった。

また、発見したときに家族が引き取りに行けることを登録の条件としている事例もみられ

た。

捜査協力者の登録制度を設けている例も多くみられた。そのほとんどが、携帯メールを使っ

た捜索協力依頼の方法を取り入れていた。

（２）登録情報の取り扱い

登録情報の取り扱いでは、中心機関で登録の申請書類を保管している地域が多く、中心機

関と関係機関で情報を共有する場合は、データ管理に細心の注意を払っているようだった。

（３）事前登録制度のメリット

事前登録制度のメリットは、ネットワーク始動（捜索開始）までの時間短縮と、写真等に

よる身体的特徴の詳細な情報により捜索しやすく発見が早い、保護後の身元確認が早いとい

うことであった。また、行政にとっては、事前登録は個別援助の呼び水となる、との考え方

もあった。
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（４）特徴的な取り組みについて

調査対象地域において、ＳＯＳネットワークおよび事前登録制度についての様々な工夫が

見られた。特徴的な取り組みは以下のとおりである。

Ａ市の場合、行方不明者の情報発信の手段は、以前から地域で安全安心メールとして取り

組んでいる携帯電話の情報メールの中に一つのカテゴリーとして徘徊ＳＯＳを立ち上げ、そ

のカテゴリーへ登録した人に情報提供している。

Ｂ市の場合は、事前登録時の写真はなるべく最近のものとし、撮影年月日を入れている。

手がかりとなる登録情報は詳細に記入するよう依頼して、女性の場合は、旧姓や実家の住所

等、性別を問わずに本人がよく出かける場所や農地がある場所を記している例が多い。また、

事前登録の呼称を、「あんしん登録」として、親近感が持てるようにしている。今後の取り

組み予定は、布地ベースで名札を作成し、家族の判断において、アイロンプリントで衣服の

裏側などに貼付することにより、徘徊高齢者の早期身元判明に利用したり、仕事をしていた

方を意識して、名刺型のカードを配布し本人に携帯してもらう予定である。

Ｄ市では、事務局を特別養護老人ホームが担っている。特別養護老人ホームが空きベッド

を提供していることで、保護後に家族の迎えまで時間がかかる場合や、身元が判明しない場

合は、施設への一時入所が可能である。

家族からの要請があった場合は、警察署を通じて防災無線を使った捜索も並行して行われ

る。

 ２）ハイリスク者登録制度のモデル検証

家族の意見は、「探しやすい」「早く探すことを優先したい」等、２つの質問項目に対して全

員の回答が賛成であった。

４．考察

（１）事前登録制度の現状

徘徊ＳＯＳネットワークで、ハイリスク者登録制度を既に行っている自治体等に対して実

施したヒアリング調査より、事前登録制度の現状が明らかとなった。

事前登録の方法として、ネットワークの中心機関が窓口として機能することにより、登録

制度の周知と活用の促進につながる。また、関係機関間で確実な情報共有をしていくために

は、情報管理を徹底することにより、安心して活用できる登録制度へと展開していくと考え

る。

（２）事前登録制度の効果

事前登録制度の効果としては、「行方不明者の写真と最新の情報が提供できる」「早急に捜
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索が開始される」「保護された時の身元確認が早い」「家族の安心」であり、事前登録してい

ることで、行方不明者が早期に発見され、早期の身元判明につながり、実施している地域で

は一定の成果をあげている。

本委員会において、さらに多くの地域で事前登録制度を広めていくために、ケアマネジャー

との連携も必要になる等の討議がなされた。例えば、事前登録していることをケアプランに

組み込むことで、ケアマネジャーが状況を把握することができ、行方不明になった人が、行

方不明を繰り返さないための担当者会議が開催される等、ケアマネジャーの支援や事前登録

制度をいかしたフォローができるのではないか。また、事前登録して完了ではなく、事前登

録後のサポート体制を整備し、利用した家族へ、「家族の抱える不安は何か」「実際にどのよ

うにいかせたか」等、家族への支援のあり方や登録情報の更新に関しても明示することが望

まれる。

全国的に、ハイリスク者登録制度の取り組みを普及推進していくためには、事前登録制度

の効果を公表し、事前準備から運営していく上での対応策等をサポートしていく中心機関が

必要と考える。地域の人の認知症に対する意識が変化してきて、隠さなくてもいいというこ

とで、登録制度の普及が広がるのではないか。

（３）個人情報の管理

徘徊ＳＯＳネットワークは、認知症のある高齢者が行方不明になったとき、関係機関およ

び協力機関等へ個人情報を公表して、捜索の協力依頼を行い、行方不明者を早期発見してい

くという体制である。多くの地域では、ＳＯＳネットワークの必要性を強く感じながら、効

果的なネットワークの活用や運営が継続していかない要因の一つとして、「個人情報保護」

の問題があると思われる。しかしながら、個人情報保護については、生命に関わる緊急性の

場合には除外事項として扱われており、個人情報保護の法律および行政の条例には抵触しな

い。

先進的にＳＯＳネットワークに取り組んでいる地域では、生命優先として行方不明の高齢

者を探すことが目的であることから、個人情報に関して基本的な考え方が統一されており、

個人情報の共有の仕方および個人データの管理方法を徹底していた。

情報発信の方法を検討し、個人情報となる事前登録者の情報共有システムおよび効率的な

情報発信のシステムの早急な開発が求められる。

（４）協力機関の拡大化・広域化

高齢者の活動範囲が市町村レベルでは対応できない状況にあり、隣接する市町村へ協力機関

の拡大化と広域的なネットワークによる支援、24 時間での対応、ネットワーク事業を継続性さ

せるための啓発活動および事前登録制度の地域への広報活動のあり方等が明らかとなった。
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（５）関係機関・協力機関の連携と役割の明確化

関係機関や協力機関との連携は、中心となる機関をどこにおくかということも一つの鍵と

なり、効果的な実践を展開してくために、地域の特性をいかした連携のあり方も求められる。

関係機関および協力機関は、多種多様であり、それぞれの立場の役割の明確化が必要と考

える。例えば、警察ができること、行政がやること、地域の人たちが実践していくこと等に

分類されるのではないか。考え方として、役割を「行方不明者を探す」「ＳＯＳネットワー

クの普及」「見守り」の３つに分けて、地域全体で取り組む体制の整備が必要と考える。

（６）『徘徊ＳＯＳネットワーク』という表現の検討

徘徊Ｓ０Ｓネットワークという表現については、議論されるところである。徘徊という言

葉の意味は、「あてもなくうろうろと歩き回ること」（大辞泉）である。認知症の人の行動に

は意味があるということから考えると、徘徊という言葉は、認知症高齢者の行動の実態にそ

ぐわない言葉であるといえる。

本委員会においても、「徘徊＝ＳＯＳなのかということをあらためて考えていかなければ

ならないだろう」「徘徊したらすぐにＳＯＳ（救助を求める声、 危険信号）なのか？徘徊Ｓ

ＯＳネットワークという言葉には、外に出たら危ない人というマイナスイメージがある」等

の議論がなされた。

高齢者は目的をもって出かけているのだから、徘徊という言葉ではなく、「ＳＯＳネット

ワーク」「見守りネットワーク」「あんしん登録」等の表現が適切なのではないか。

今後、地域全体で認知症の理解を深め、だれもが安心して暮らせるネットワークを推奨し、

構築していくためには、ネットワークの呼称の検討も必要と考える。
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（事例6は、ハイリスク者登録制度未実施のため参考）
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Ⅲ　考察

先進事例調査や委員会での討議を通じて、認知症高齢者の徘徊行方不明への一つの対応方法

である、「ハイリスク者登録制度」のあり方について考察をまとめた。

（１）事前登録制度の現状

徘徊ＳＯＳネットワークで、ハイリスク者登録制度を既に行っている地域の自治体等に対し

て実施したヒアリング調査より、事前登録制度の現状が明らかとなった。

事前登録の方法としては、ネットワークの中心機関（事務局）が窓口として機能している地

域が多く、いずれの地域でも登録のため所定の書式が作成されていた。登録に際して、中心機

関が窓口として機能することにより、登録制度の周知と活用の促進につながると思われる。

登録情報の取り扱いでは、中心機関（事務局）で登録の申請書類は保管している地域が多く、

中心機関と関係機関で情報を共有する場合のデータ管理のシステムは徹底していた。関係機関

間で確実な情報共有をするために、情報管理の安全面へ配慮が徹底される必要があり、安心し

て活用できる登録制度へと展開していくと考える。

事前登録制度のメリットとしては、ネットワーク始動（捜索開始）までの時間短縮と、写真

等による身体的特徴の詳細な情報により捜索しやすく発見が早い、保護後の身元確認が早いと

いうことがある。また、事前登録をすること自体が、家族の安心につながっていた。

（２）事前登録制度の効果

事前登録制度の効果としては、「行方不明者の写真と最新の情報が提供できる」「早急に捜索

が開始される」「保護された時の身元確認が早い」「家族の安心」であり、事前登録しているこ

とで、行方不明者が早期に発見され、早期の身元判明につながり、実施している地域では一定

の成果をあげていた。

さらに多くの地域で事前登録制度を広めていくために、ケアマネジャーとの連携も必要にな

ると考える。例えば、事前登録していることをケアプランに組み込むことで、ケアマネジャー

が状況を把握することができ、行方不明になった人が、行方不明を繰り返さないための担当者

会議が開催される等、ケアマネジャーの支援や事前登録制度をいかしたフォローができるので

はないか。また、事前登録して完了ではなく、事前登録後のサポート体制も整備しなければな

らない。登録制度を利用した家族に対して、「家族の抱える不安は何か」「実際にどのようにい

かせたか」等を行い、家族への支援のあり方や登録情報の更新に関しても明示することが望ま

れる。

全国的に、ハイリスク者登録制度の取り組みを普及推進していくためには、事前登録制度の

効果を公表し、事前準備から運営していく上での対応策等をサポートしていく中心機関が必要

と考える。地域の人の認知症に対する意識が変化してきて、隠さなくてもいいということで、
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登録制度の普及が広がるのではないか。

（３）個人情報の管理

徘徊ＳＯＳネットワークは、認知症のある高齢者が行方不明になったとき、関係機関および

協力機関等へ個人情報を公表して、捜索の協力依頼を行い、行方不明者を早期発見していくと

いう体制である。多くの地域では、ＳＯＳネットワークの必要性を強く感じながら、効果的なネッ

トワークの活用や運営が継続していかない要因の一つとして、「個人情報保護」の問題があると

思われる。しかしながら、個人情報保護については、生命に関わる緊急性の場合には除外事項

として扱われており、個人情報保護の法律および行政の条例には抵触しない。

先進的にＳＯＳネットワークに取り組んでいる地域では、生命優先として行方不明の高齢者

を探すことが目的であることから、個人情報に関して基本的な考え方が統一されており、個人

情報の共有の仕方および個人データの管理方法を徹底している。

情報発信の方法を検討し、個人情報となる事前登録者の情報共有システムおよび効率的な情

報発信のシステムの早急な開発が求められる。

人の生命、身体又は財産の保護（法第１６条第３項第２号関連）
法第１６条第３項第２号

前２項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。
２ 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。
人（法人を含む。）の生命、身体又は財産といった具体的な権利利益が侵害されるおそ

れがあり、これを保護するために個人情報の利用が必要であり、かつ、本人の同意を得る
ことが困難である場合（他の方法により、当該権利利益の保護が十分可能である場合を除
く。）は、その適用を受けない。

（引用：個人情報保護法）

（４）協力機関の拡大化・広域化

高齢者の活動範囲が市町村レベルでは対応できない状況にあり、隣接する市町村へ協力機関

の拡大化と広域的なネットワークによる支援、24 時間での対応、ネットワーク事業を継続性さ

せるための啓発活動および事前登録制度の地域への広報活動のあり方等が明らかとなった。

（５）関係機関・協力機関の連携と役割の明確化

関係機関や協力機関との連携は、中心となる機関をどこにおくかということも一つの鍵とな

り、効果的な実践を展開してくために、地域の特性をいかした連携のあり方も求められる。
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関係機関および協力機関は、多種多様であり、それぞれの立場の役割の明確化が必要と考える。

例えば、警察ができること、行政がやること、地域の人たちが実践していくこと等に分類され

るのではないか。考え方として、役割を「行方不明者を探す」「ＳＯＳネットワークの普及」「見

守り」の３つに分けて、地域全体で取り組む体制の整備が必要と考える。

（６）『徘徊ＳＯＳネットワーク』という表現の検討

徘徊Ｓ０Ｓネットワークという表現については、議論されるところである。徘徊という言葉

の意味は、「あてもなくうろうろと歩き回ること」（大辞泉）である。認知症の人の行動には意

味があるということから考えると、徘徊という言葉は、認知症高齢者の行動を否定するとも言

える。

本委員会においても、「徘徊＝ＳＯＳなのかということをあらためて考えていかなければなら

ないだろう」「徘徊したらすぐにＳＯＳ（救助を求める声、 危険信号）なのか？徘徊ＳＯＳネッ

トワークという言葉には、外に出たら危ない人というマイナスイメージがある」等の議論がな

された。

高齢者は目的をもって出かけているのだから、徘徊という言葉ではなく、「ＳＯＳネットワー

ク」「見守りネットワーク」「あんしん登録」等の表現が適切なのではないか。

今後、地域全体で認知症の理解を深め、だれもが安心して暮らせるネットワークを推奨し、

構築していくためには、ネットワークの呼称の検討も必要と考える。
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